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政党宛先
民主党　〒100-8909　千代田区永田町１-１１-１　℡：03-3595-9988　 FAX：03-3595-9991

日本共産党　〒151-8586　渋谷区千駄ヶ谷4-26-7　℡：03-3403-6111　 FAX：03-5474-8358　 
社会民主党　〒100－8909　千代田区永田町１-８-１　℡：03-3580-1171
自由民主党本部　〒100-8910　千代田区永田町1-11-23　℡：03-3581-6211 

公明党　〒160-0012　新宿区南元町17　　℡：03-3353-0111　
テロ特措法について　　各党への要請文例

自民党、公明党
現在国会で審議されている新テロ特措法について次の点を要請いたします。

１　アメリカの報復戦争、掃討作戦に加担することは日本国憲法違反です。

2　戦争によってテロを無くすことは出来ません。アフガニスタン政府自身が、反政府勢力との対話によって事態を平和的に解決する道を模索しています。その障害になる軍事行動への加担は時の流れに逆行するものです。

3 　非軍事の支援こそ日本の国益にも叶い、国際貢献になるものと確信します。

以上の事から新テロ特措法を廃案にすることを心から要請します。
民主党

12月21日参議院に提出された貴党のテロ特措法“対案”について、次の点から強く反対します。　

１　自衛隊のアフガン本土への派遣、武器使用基準の緩和、自衛隊派兵の恒久法の早期整備など、政府案以上に日本国憲法に違反する内容です。

2 アフガニスタン政府が進めている「平和と和解のプロセス」に逆行するものです。

3 政府提案の新テロ特措法に反対を貫き、インド洋、イラクから自衛隊を撤退させ、「日本国憲法の精神に則った非軍事の支援」で貴党がイニシャチブを取ることこそ、国民が託したものです。　

貴党の“対案”を取り下げるよう切にお願いします。　　　　　　　　　　　　

共産党、社民党など
現在国会で審議されている新テロ特措法については、まさに平和勢力と鷹派勢力の綱引きの状態にあると思います。
一方、民主党から提出された『対案』なるものは、政府提案以上に憲法に抵触する内容となっており、到底賛同する訳に行きません。また、参議院選挙で示された民意にも反するものです。
以上の事から新テロ特措法と民主党の『対案』を廃案にし、イラクの航空自衛隊も撤退させるよう尽力されることを心からお願いします。　

